
平成22年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

基金積立金他
その他経常

経常 直営診療施設繰出金
繰出し金

繰出金 3

321,90595,133 73,228

41,997 41,997

経常 総合保健施設運営費
センターの運営

委託料 19,695 19,104 8,023 11,081 3

経常 疾病予防費
健康診査等

委託料 8,111 6,119 852 5,267 3

負担金補助
及び交付金

455,239 230,059

2,000

3

141,161積立金

42,811

特定健診
報酬

739

3

3

3

3

3

3

12,043 6,276

計 5,211,253 1,471,893 0 1,964,815 1,774,5455,380,476

経常
保険財政共同安定化事業
拠出金

拠出金 負担金補助
及び交付金

544,563

47,389 33,991 18,784 15,207 3経常 特定健康診査等事業

48,41696,833

544,563544,564 3

経常
高額医療費共同事業拠出
金

拠出金 負担金補助
及び交付金

96,832 48,416

93,217195,749 3

3

経常 介護納付金
納付金 負担金補助

及び交付金
195,748 102,531

4361,133経常 老人保健医療費拠出金
拠出金 負担金補助

及び交付金
1,132 696 3

738 3経常 前期高齢者納付金
納付金 負担金補助

及び交付金
738

51,815 173,365455,240経常 後期高齢者支援金
支援金

1,420経常 葬祭費
療養の給付 負担金補助

及び交付金
1,420 3

経常 出産育児一時金
療養の給付 負担金補助

及び交付金
12,444 540

37,439 9,699 3

11,90416,800 3

263,064 5,789経常 一般被保険者高額療養費
療養の給付 負担金補助

及び交付金
382,838 113,985

50,000
負担金補助
及び交付金

47,138

392,000 3

経常 退職者等高額療養費
療養の給付

6,788

経常 退職者被保険者等療養費
療養の給付 負担金補助

及び交付金
1,159

8,802 4,13720,000経常 一般被保険者療養費
療養の給付 負担金補助

及び交付金
18,436 5,497

921 2381,350

経常
退職者被保険者等療養給
付費

療養の給付 負担金補助
及び交付金

310,507

1,355,601 701,932

246,737 63,770323,000

3,000,000経常 一般被保険者療養給付費
療養の給付 負担金補助

及び交付金
2,929,865 872,332

臨／経 事　業　名 事業内容（主な経費等）
決算額

（千円）
財源内訳

経常 徴収費
未納者への通知

役務費 4,807

5,76715,113

4,807

経常
医療費適正化特別対策事
業

レセプト点検
報酬

部局名 生活環境部

課室名 市民生活課

目
的

対
象

国民健康保険特別会計事業
予算

　○医療費適正化特別対策事業・・・レセプト点検員によるレセプト点検の実施
　○徴収費
　○一般被保険者療養給付費・・・医療機関等において受診した際の療養の給付（現物給付）
　○退職被保険者等療養給付費・・・医療機関において受診した際の療養の給付費（現物給付）
　○一般被保険者療養費・・・医療機関等において受診した際に支払った費用に対し、療養費の給付を行う（現金給付）
　○退職者被保険者等療養費・・・医療機関等において受診した際に支払った費用に対し、療養費の給付を行う（現金給付）
　○一般被保険者高額療養費・・・同じ月内の療養費の自己負担額限度額を超えた場合、限度額を超えた額を支給する
　○退職者被保険者等高額療養費・・・同じ月内の医療費の自己負担額が限度額を超えた場合、限度額を超えた額を支給する
　○出産育児一時金・・・出産につき一時金を給付する
　○葬祭費・・・被保険者が死亡した場合、喪主に対し１件２万円を給付する
　○後期高齢者支援金
　○前期高齢者納付金
　○老人保健医療拠出金
　○介護納付金
　○高額医療費共同事業拠出金
　○保険財政共同安定化事業拠出金
　○特定健診等事業費
　○疾病予防費
　○総合保健施設運営費　　　　　　　○直営診療施設繰出金　　　　　　　○その他

国民健康保険の加入者市民の医療を保しょうし市民の福祉を増進すること

事務事業名称

事
業
概
要

款 項 目 決算書 目　　　名
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国・県支出金 市債 その他 一般
予算現額
（千円）

評価



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２０～Ｈ２２（決算額）、Ｈ２３（予算現額） ６．H24年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

課題

特定健診受診者の減

対応（改善点等）

Ｈ２２

49.9

Ｈ２１

人

事業の方向性

継続

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断

病気の早期発見が求められている

特定健診の受診率の減少

評価内容

引き続き医療費の抑制に努め、さらに保険税収入の確保に努めること

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認

b

c

1,174,265 1,278,681 1,189,363

3

2

市民の健康保持

市が保険者

国民健康保険の加入者

1,821,435 1,774,545 1,385,085

分析根拠分析

年齢層や職業等傾向の調査

方向性

理由

増額

着眼点

1

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3

89.2

Ｈ２０

52.2

一般財源 1,802,483

Ｈ２１ Ｈ２２

特定健診受診率

指標の設定理由

総合計画/後期基本計画（1-1-1）の目標にしているため

事業費に係る人件費 ― ― ― ―

うち経常 1,802,483 1,821,435 1,774,545 1,385,085

財
源
内
訳

県　　費 199,918 184,891 193,212 210,361

市　　債

市が保険者となって行う事業で
あり、給付費の増が今後も見
込まれるため

国　　費 1,435,866

そ の 他 1,734,600 1,906,665 1,964,815 2,595,186

うち経常経費 5,172,867 5,087,256 5,211,253 5,328,941

決 算 額 （千円）
Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

5,172,867 5,087,256 5,211,253 5,379,995

ｄ

成果指標名 単位 活動指標名 単位 Ｈ２０

人 3,90058 ％ ％

76.8 ％80.3 ％
％

％
a

特定健診
受診者 ― ―

人
4,713 人 4,244

％ ―

a 特定健診受診者 ｂ ｃ

数値

活
動
指
標 目標 ― 目標 目標 目標

ｄ指標

成
果
指
標

指標名

数値

特定健診受診率

65%

目
標
年
度

Ｈ２７

3

3

1

3

2

0

1

2

3
事業の必要性

行政の

関与性

手段の

妥当性

事業の

有効性

受益の

対象性

分析グラフ


